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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第127期
第１四半期
連結累計期間

第128期
第１四半期
連結累計期間

第127期

会計期間

自平成26年
 ４月１日
至平成26年
 ６月30日

自平成27年
 ４月１日
至平成27年
 ６月30日

自平成26年
 ４月１日
至平成27年
 ３月31日

売上高 （千円） 2,551,728 2,652,720 8,558,864

経常利益 （千円） 141,964 88,890 238,407

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 76,839 34,293 157,152

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 140,464 66,390 227,314

純資産額 （千円） 4,238,531 4,333,807 4,325,228

総資産額 （千円） 8,983,250 8,814,334 7,941,121

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 8.42 3.76 17.23

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 42.1 43.7 48.6

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、経済政策等を背景に緩やかな回復基調にあるものの、消費者の

低価格・節約志向が強く、依然として先行き不透明な状況が続いております。

　このような環境下、当社グループは企業体質強化に努め、合理化、効率化を強力に推進し、当社グループの販売網

や製品特性を活かした販路拡大の促進など、業績の向上に努力いたしますとともに、業務提携先である日東富士製粉

株式会社とのシナジー効果の創出に注力いたしました。一方で、外国産小麦の政府売渡価格が平成２７年４月から平

均３.０％引き上げられたことに伴い、業務用小麦粉の販売価格を改定いたしました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は２６億５千２百万円（前年同期比１億円増、４.０％増）となり

ましたが、営業利益は８千３百万円（前年同期比５千１百万円減、３８.０％減）、経常利益は８千８百万円（前年

同期比５千３百万円減、３７.４％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は３千４百万円（前年同期比４千２百

万円減、５５.４％減）、四半期包括利益は６千６百万円（前年同期比７千４百万円減、５２.７％減）となりまし

た。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

①製粉

　当社グループの主要事業である製粉事業におきましては、拡販に努めた結果、売上高は１５億３千９百万円（前

年同期比１億３千９百万円増、１０.０％増）となりましたが、原価上昇分を販売価格に十分に反映できなかったた

め、営業利益は１千９百万円（前年同期比６千２百万円減、７６.２％減）となりました。

②食品

　食品事業におきましては、乾麺需要の低迷等の影響をうけ、売上高は１１億１千３百万円（前年同期比３千８百

万円減、３.４％減）となりましたが、高付加価値商品の販売に注力した結果、営業利益は６千２百万円（前年同期

比１千６百万円増、３６.７％増）となりました。

　当社グループの売上高は、上半期と下半期とでその構成内容に季節要因による著しい相違があります。これは、

当社グループの食品事業において、主要製品である乾麺の需要期が夏場であり、４月～８月に売上が集中する傾向

にあるためであります。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、２千万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数(株)
（平成27年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,000,000 10,000,000
㈱東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数
1,000株

計 10,000,000 10,000,000 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成27年４月１日～
平成27年６月30日

－ 10,000 － 500,000 － 67,638

 

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   879,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,065,000 9,065 －

単元未満株式 普通株式    56,000 － －

発行済株式総数 10,000,000 － －

総株主の議決権 － 9,065 －

　（注）　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。

　なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社増田製粉所
神戸市長田区梅ヶ香
町一丁目１番10号

879,000 － 879,000 8.79

計 － 879,000 － 879,000 8.79

　（注）　当第１四半期会計期間末の自己株式数は、879,000株であります。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 830,703 1,003,183

受取手形及び売掛金 978,228 1,569,699

商品及び製品 1,217,481 1,455,834

原材料及び貯蔵品 1,500,131 1,344,908

繰延税金資産 37,094 33,188

その他 79,481 134,539

貸倒引当金 △1,485 △2,273

流動資産合計 4,641,636 5,539,080

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,345,508 1,325,221

機械装置及び運搬具（純額） 711,764 665,357

土地 494,931 494,931

リース資産（純額） 2,176 1,849

建設仮勘定 － 31,639

その他（純額） 37,747 37,440

有形固定資産合計 2,592,127 2,556,440

無形固定資産   

その他 52,865 50,458

無形固定資産合計 52,865 50,458

投資その他の資産   

投資有価証券 485,233 503,639

長期貸付金 150 560

繰延税金資産 3,955 －

その他 170,951 169,954

貸倒引当金 △5,798 △5,798

投資その他の資産合計 654,492 668,354

固定資産合計 3,299,485 3,275,253

資産合計 7,941,121 8,814,334
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 491,490 558,685

短期借入金 1,829,936 2,649,936

リース債務 1,370 1,370

未払法人税等 8,647 26,279

その他 358,975 416,467

流動負債合計 2,690,421 3,652,739

固定負債   

長期借入金 713,016 616,782

リース債務 913 571

繰延税金負債 60,570 67,468

退職給付に係る負債 66,750 68,840

その他 84,221 74,125

固定負債合計 925,472 827,787

負債合計 3,615,893 4,480,526

純資産の部   

株主資本   

資本金 500,000 500,000

資本剰余金 67,638 67,638

利益剰余金 3,309,766 3,289,338

自己株式 △203,128 △203,128

株主資本合計 3,674,276 3,653,848

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 187,509 196,939

その他の包括利益累計額合計 187,509 196,939

非支配株主持分 463,441 483,019

純資産合計 4,325,228 4,333,807

負債純資産合計 7,941,121 8,814,334
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 2,551,728 2,652,720

売上原価 2,095,083 2,229,067

売上総利益 456,644 423,653

販売費及び一般管理費 322,346 340,356

営業利益 134,298 83,297

営業外収益   

受取利息 105 98

受取配当金 7,551 6,479

その他 3,091 1,570

営業外収益合計 10,748 8,147

営業外費用   

支払利息 3,014 2,539

その他 67 14

営業外費用合計 3,082 2,554

経常利益 141,964 88,890

特別損失   

固定資産除却損 5,567 466

特別損失合計 5,567 466

税金等調整前四半期純利益 136,396 88,423

法人税等 42,394 33,762

四半期純利益 94,002 54,660

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 76,839 34,293

非支配株主に帰属する四半期純利益 17,163 20,367

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 46,461 11,729

その他の包括利益合計 46,461 11,729

四半期包括利益 140,464 66,390

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 122,558 43,722

非支配株主に係る四半期包括利益 17,905 22,667
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基

準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業

分離等会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に

対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年

度の費用として計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企

業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連

結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変

更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるた

め、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替

えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び

事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

　当社グループの売上高は、上半期と下半期とでその構成内容に季節要因による著しい相違があります。これ

は、当社グループの食品事業において、主要製品である乾麺の需要期が夏場であり、４月～８月に売上が集中す

る傾向にあるためであります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 83,850千円 79,598千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年6月27日

定時株主総会
普通株式 54,724 6 平成26年3月31日 平成26年6月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年6月26日

定時株主総会
普通株式 54,721 6 平成27年3月31日 平成27年6月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日 至　平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント 調整額
（注）１

四半期連結損益及
び包括利益計算書
計上額（注）２ 製粉 食品 計

売上高      

外部顧客への売上高 1,399,584 1,152,143 2,551,728 － 2,551,728

セグメント間の内部売上高又は振替高 41,089 1,474 42,564 △42,564 －

計 1,440,674 1,153,618 2,594,292 △42,564 2,551,728

セグメント利益 81,407 46,078 127,486 6,812 134,298

（注）１．セグメント利益の調整額6,812千円はセグメント間取引消去であります。
２．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整しております。
 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日 至　平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント 調整額
（注）１

四半期連結損益及
び包括利益計算書
計上額（注）２ 製粉 食品 計

売上高      

外部顧客への売上高 1,539,411 1,113,308 2,652,720 － 2,652,720

セグメント間の内部売上高又は振替高 46,953 1,790 48,743 △48,743 －

計 1,586,365 1,115,099 2,701,464 △48,743 2,652,720

セグメント利益 19,345 62,969 82,314 983 83,297

（注）１．セグメント利益の調整額983千円はセグメント間取引消去であります。
２．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整しております。

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 8円42銭 3円76銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額
（千円）

76,839 34,293

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純
利益金額（千円）

76,839 34,293

普通株式の期中平均株式数（株） 9,120,825 9,120,313

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】
　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月11日

株式会社増田製粉所

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小市　裕之　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　正彦　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社増田製

粉所の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社増田製粉所及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１.　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　２.　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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